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Several Aspects on Non-regular Employees 












By using microdata of Employment Status Survey between 1982 and 2007, this article 
describes several aspects on the non-regular employees in the Japanese labor markets. 
The main findings are as follows: (1) the increased non-regular employees are ‘regular’ 
in terms of contractual length but ‘non-regular’ in terms of their title in workplaces. (2) 
Typical attributes of non-regular workers with open-ended contract are young, over 
mandatory retirement age, and female. (3) Expansion of such workers since 1980s has 
not been punctually corresponded with the change of regular workers, for which the 
change of non-regular workers with fixed-term contract should be responsible. (4) The 
difference of contractual length does not affect the wage rate, labor hours, and training 
incentives than the difference of title does. These findings imply, in the Japanese labor 
markets, the actual title in workplaces may divide the workers’ career much more than 
the contractual length would differentiate it.   3
 





















でも雇用形態に応じて「パート･アルバイト」 「派遣社員」 「契約社員」 「嘱託」
そして「その他」に区分される労働者を総計して非正規労働者とした。   4
 

































































































Note:  『労働力調査』特定調査（旧『労働力調査特別調査』 ）による詳細集計結果より著者算出。本調査で
は、 「呼称」すなわち「勤め先における呼ばれ方」によって非正規労働者が定義される。 「パート･アルバイ
ト」 「派遣社員」 「契約社員」 「嘱託」 「その他」に区分される労働者を非正規労働者とし、被用者にしめる
割合を算出した。 
 
図 1 をみると、確かに呼称非正規労働者の比率の増加は 1980 年代以降顕著で
ある。 1980年代前半には20％に満たなかった比率は2002年頃には30％を超え、














るのが一般的であろう。逆に、1 年以上か期限の定めのない雇用契約を結ぶ常用  5
雇を正規労働者とみなすことになる。 次の図 2 は、 『労働力調査』 基本集計から、
この雇用契約期間による定義に従って、図 1 と同じ 1984～2008 年までの被用者
にしめる非正規労働者の割合を示した。 
 















































































Note:  『労働力調査』基礎調査（旧『労働力調査』 ）による基本集計結果より著者算出。本調査では、契約
期間の長短によって非正規労働者が定義される。雇用契約期間が 1 年以内の臨時雇および 1 ヶ月以内の日
雇を非正規労働者とし、被用者にしめる割合を算出した。 
 
図 2 と図 1 を比較すると明らかな相違が 2 点ある。第一に、比率の絶対値が大
きく異なる。図 1 における呼称非正規労働者比率が 15%から 35%を推移してい
るのに対し、図 2 における契約期間上の非正規労働者比率は 10%から 15%の間
を行き来するに過ぎない。 その差は1980 年代こそ5%ポイント程度であったが、
2000 年代では実に 20%ポイント以上に開いている。契約期間上の非正規労働比









したのが次の図 3 である。参考のために被用者全体の動向も掲載した。   6
 






















































































































































Note:  図 1 および図 2 に同じ。 
 
図 3 パネル B  から、呼称非正規労働者の増加率は契約期間上の非正規労働者
の伸び率を一貫して上回っていたことがわかる。ただし、1996 年前後までは契
約期間上の非正規労働者の伸び率は被用者全体の伸び率と同程度で、したがっ
て図 2 に示されたシェアの安定的な推移が生まれたと推測される。2000 年代以
降になると契約期間上の非正規労働者数の伸びは鈍化し、最終的に 1984 年当時
と比較して 1.7 倍、770 万人程度に留まった。他方の呼称非正規労働者数は 1984
年と比較して 2.8 倍、1700 万人以上に増加していることになり、結果として両




































とんど異同はない（附表 1 を参照のこと） 。また、就業構造基本調査の特徴とし
て、雇用契約上の地位を確認するに当たって調査票に「雇用契約期間」という








                                                 
1  本再集計は、 厚生労働科学研究費補助金 （政策科学総合研究事業 （政策科学推進研究事業） ）
「社会保障と労働市場政策：格差社会のセイフティネットの構造」 （H20-政策-若手-017）を
通じた旧統計法下の目的外申請による。 
2  調査客体が自らの雇用契約期間を把握しているかは別の重要な問題である。 後段取り上げ
る契約上の地位別の勤続年数をみると、雇用契約期間が 1 年を超えないはずの臨時日雇･非
正規労働者の平均勤続年数は明らかに 1 年を超えており、調査客体は形式上の雇用契約期
間と実際に雇用された期間をある程度区別していると考えられる。   8




























図 4 によれば、 確かに 1980 年代以降、 常用･正規労働者のしめる比率は 90%か











                                                 
3  労働力調査年平均値との相違点は、 労働力状態に関する定義の違い （労動力調査は Actual、
就業構造基本調査は Usual） 、年平均値と 10 月第 1 週という調査時期の違い、図 4 では仕事
を主とした有業者に限定した集計対象の違いから生じていると考えられる。これらの理由
による両調査の相違は、本稿の議論には本質的な影響は及ぼさない。   9
期限の定めがない雇用契約を結んでいたと解釈するべきであり、こうした労働
者のうち非正規と呼ばれていた人々が増加してきたことを図 4 は示している。


























4。パネル A および B は男性について、パネル C
および D は女性についての集計結果である。 
                                                 
4  図 4 で明らかなように臨時日雇･正規労働者も一定程度存在するものの、数量的には僅少
に過ぎない（1%から 0.3%） 。   10
 
図 5：  性別年齢別常用・非正規、臨時日雇･非正規比率 






































































































































































Note:  図 4 に同じ。 
 
4 つのパネル全てで共通してみられるように、呼称非正規比率は一般に 50 歳
代後半以降の定年退職層において顕著に上昇する。 それに対して 30 歳代から 50
歳代にかけての比率は年齢と相関をもたずほぼ一定を保っている。20 歳代の若








ネル B、パネル C とパネル D を比べると、四半世紀の変化が契約形態で異なる
ことが確かめられる。具体的には、臨時日雇･非正規比率自体は 1982 年と 2007  11
年で大差なく、常用･非正規比率にこそ顕著な差が生じており、図 4 と同様の傾






このうち女性の常用･非正規比率（すなわち図 5 のパネル C のみ）について各
年の変化を詳細に追ったのが次の図 6 である。 
 
















































Note:  図 4 に同じ。 
 
女性における年齢別常用･非正規比率の分布を経年で追うと、1990 年代前半ま




1980 年代前半の 30～40 歳代は 1990 年代前半の 40～50 歳代と同じコホートに属
するので、1980 年代前半当時 30～40 歳代の女性が常用･非正規労働者として就
業し、正規社員化せずにそのまま勤続を続けたとすれば、1990 年代前半には 40
～50 歳代のみで常用･非正規比率の上昇が観察されても不思議ではない。 
この推論を確かめるために、常用･正規、臨時日雇非正規、常用･非正規の 3 分  12
類ごとに、各年齢階層における平均勤続年数の推移を集計した。その結果が次
の図 7 である。煩雑さを避けるために 1982 年、1997 年、2007 年のみ掲示した。 
 
図 7：  女性従業上の地位別年齢別平均勤続年数 



































































































































Note:  図 4 に同じ。 
 
すべてのパネル、 すべての期間において年齢が上昇すると平均勤続年数が上昇
する傾向がある。しかし、1982 年、1997 年、2007 年を比較すると、常用･正規
労働者でははっきりと長期勤続化の傾向がみられ、 1980 年代から 1990 年代前半
にかけては 30 歳代後半から 40 歳代前半において、 1990 年代後半から 2000 年代
後半にかけては 40 歳代後半から 50 歳代において、加齢に伴う平均勤続年数の
伸長が鈍化せずに継続するようになってきている。他方、臨時日雇･非正規、常
用･非正規労働者では平均的な長期勤続化の傾向はそれほど明確には観察され









図 8：  女性従業上の地位別勤続年数別労働者数 

























































































































                                                 
5 1982 年、1997 年の分布にスパイクがあるのに対して、2007 年の分布がスムースなのは、質問の
仕方が勤続年数を直接聞く方法から入職･離職時点を聞き事後的に勤続年数を計算する方法に
変化したことに起因すると考えられる。   14
期勤続化は確かに起こっているものの、それと対数比例的に短期勤続者の数も
増え、その結果平均勤続年数は大きくは変化しなかったと考えることができる。  









続年数が 0～1 年の労働者に限定し、18～29 歳、30～39 歳、40～49 歳、50～59
歳の 4 つのグループにわけた上で、常用･正規、常用･非正規、臨時日雇･非正規
比率の推移を示した。 
                                                 
6  この間、入職率の水準が大きく変化していないこともあり、勤続 0～1 年階層の割合が大
きく変化したわけではない。就業構造基本調査より、女性で主に仕事に従事する有業者で
勤続40年以内の労働者に限ると、 勤続0～1年階層のしめる割合は、 1982年から順に19.8%、
19.3％、20.5%、20.2%、19.4%、19.8%と 20％前後を安定的に推移している。   15
 

















































Note:  図 4 に同じ。 
 
パネル A およびパネル B を比較すると、 1980 年代から 2000 年代にかけて、 常
用･正規比率の減少と常用･非正規比率の増加がどの年齢階層においても同時に




との相関係数を求めると-0.99（18～29 歳） 、-0.93（30～39 歳） 、-0.91（40～49
歳） 、-0.97（50～59 歳）と高い値を示す。 
同時に、30 歳代以上においては、1980 年代前半にも常用･非正規比率が上昇し
ていることは見逃すべきではないかもしれない。入職者の常用･非正規比率の上
昇トレンドはどちらかというと 1980 年代から一貫して続いており、 1987 年から
1992 年にかけてのバブル期の正社員比率の上昇は臨時日雇･非正規比率の低下
によって補われたようにも見える。たとえば、1987 年から 1992 年にかけて、常  16
用･正規比率は+3.7％（18～29 歳） 、+8.1％（30～39 歳） 、+8.0％（40～49 歳） 、
+2.1％ （50～59 歳） 高まった一方、 常用･非正規比率は+0.9％ （18～29 歳） 、 +0.3％
（30～39 歳） 、-0.9％（40～49 歳） 、+4.9％（50～59 歳）とむしろ高まった年齢
階層が多い。減少したのは臨時日雇･非正規比率で、-4.8%（18～29 歳） 、-8.9％

























として 2002 年および 2007 年調査を用いて前職の雇用状況との統計的関連を検












表 1a: 前職の新規常用正規就職に与える影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年） 
 (1)  (2)  (3)  (4) 
対象  2002  2007  2002  2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー  常用･非正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect at Pooled Mean) 
-0.218 -0.221 
前職  常用･正規  BASE BASE 
(0.008) (0.008) 
-0.113 -0.157 -0.292 -0.294 
前職  臨時日雇･非正規 
(0.011) (0.011) (0.007) (0.007) 
-0.168 -0.189 
前職  常用･非正規 
(0.010) (0.010) 
BASE BASE 
-0.084 -0.285 -0.245 -0.280 
前職  臨時日雇･正規
(0.057) (0.043) (0.017) (0.019) 
0.093 0.049 -0.276  -0.255 
前職  無職 
(0.011) (0.011) (0.008) (0.009) 
-0.043 -0.054 0.026  0.038 
既婚ダミー 
(0.011) (0.011) (0.010) (0.010) 
0.067 0.069 -0.048  -0.051 
短大卒以上ダミー 
(0.009) (0.009) (0.008) (0.009) 
Observations 17120 17716 17116 17719 
Pseudo  R-squared  0.164 0.168 0.177 0.154 
Observed  Prob.  0.410 0.412 0.300 0.354 
Predicted Prob. (1)  0.391  0.392  0.264  0.331 









が年齢については 1 次項の係数は負、 2 次項の係数が正で統計的にも有意に推定
され、図 5 で示唆されたように年齢次元での二極化が起こっていることが確か
                                                 
7  ただし、以下本稿では、分析対象期間の整合性を保つために産業大分類は小分類に遡り旧 12
分類にコードし直し、職業大分類も同様に旧 9 分類にコードし直している。また、産業分類、職業







第二に、 その差は 2007 年では 2002 年ほどではない。 2002 年と 2007 年を比較す


























                                                 
8  ただし  Esteban-Pretel et al. (2009)  では、非正規雇用から正規雇用への移行確率は、失業から
正規雇用への移行確率よりも小さいと推定されている。   19
 
表 1b: 前職の新規常用正規就職に与える影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年、 
「会社倒産･事業所閉鎖のため」 「家族の転職･転勤または事業所の移転のため」
の転職者および前職無業者に限定） 
 (1)  (2)  (3)  (4) 
対象  2002  2007  2002  2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー  常用･非正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect) 
-0.177 -0.208 
前職  常用･正規  BASE BASE 
(0.010) (0.013) 
-0.351 -0.321 -0.199 -0.237 
前職  臨時日雇･非正規 
(0.037) (0.047) (0.007) (0.008) 
-0.330 -0.401 






－  －  － 
-0.068 -0.198 -0.327 -0.258 
前職  無職 
(0.024) (0.028) (0.029) (0.029) 
-0.034 -0.064 0.028  0.037 
既婚ダミー 
(0.022) (0.022) (0.017) (0.018) 
0.119 0.110 -0.074  -0.077 
短大卒以上ダミー 
(0.016) (0.016) (0.012) (0.013) 
Observations 6395 6288 6393 6285 
Pseudo  R-squared  0.200 0.199 0.173 0.162 
Observed  Prob.  0.520 0.533 0.234 0.276 
Predicted Prob. (1)  0.519  0.533  0.195  0.244 
Predicted Prob. (2)  0.514  0.543  0.201  0.235 
Note:  表 1a に同じ。 「－」 はサンプルが十分ではなく多重共線性が発生したため推定から落としたことを示
している。 
 















年調査以前では前職について雇用契約形態しか情報を収集しておらず、 表 1b と
同様な分析はできない。しかし、前職の雇用契約形態が現職の常用･正規就業に
与える影響を取り上げ、時系列的に比較することは可能である。それを試みた
結果が次の表 1c である。限界効果は 6 ヵ年のサンプルをプールして算出した平
均で評価している。 
 
表 1c: 前職の新規常用正規就職に与える影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年、 
「会社倒産･事業所閉鎖のため」 「家族の転職･転勤または事業所の移転のため」
の転職者および前職無業者に限定） 
  (1) (2) (3) (4) (5)  (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect) 
-0.053 -0.125 0.030 -0.043 -0.261 -0.141 
前職  臨時日雇 
(0.033) (0.047) (0.025) (0.035) (0.047) (0.057) 
-0.009 -0.022 0.062  0.039  0.057  0.005 
前職  無職 
(0.019) (0.025) (0.021) (0.023) (0.021) (0.023) 
Observations  10325 9159 12420  10937 6441 6318 
Pseudo R-squared  0.244 0.260 0.288 0.207 0.191 0.186 
Observed Prob.  0.754 0.716 0.768 0.663 0.518 0.531 
Predicted Prob. (1)  0.813 0.770 0.832 0.696 0.520 0.535 
Predicted Prob. (2)  0.805 0.760 0.798 0.686 0.547 0.577 











むしろ新卒採用に比重を移したとも解釈できる。2002 年以降に景気拡張期に入  21
ると、逆に新卒からの採用というよりは臨時日雇（非正規）労働者からの登用
を多くしたのかもしれない。 















るだろう。時期による違いを観察するために 1982 年、1997 年、2007 年の 3 時
点で比較したのが図 10 である。ただし、図 10 では年間収入として、呼称や契
約期間を聞いている仕事からの収入をとっている。 
                                                 
9  男性についての同様の集計結果は附表 2a～2c として掲載した。   22
 


























































































































































































































































































































呼称･契約期間別に分布を算出したものである。   23
 















































































































































































































































































が次の表 2a である。 
 
表 2a:  賃金格差  （女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  時給(対数値) 
推計方法  OLS 
-0.104 -0.136 -0.105 -0.180 -0.228 -0.261 
臨時日雇･正規 
(0.014) (0.018) (0.014) (0.015) (0.019) (0.024) 
-0.172 -0.161 -0.234 -0.253 -0.220 -0.190 
常用･非正規 
(0.006) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) 
-0.187 -0.152 -0.237 -0.243 -0.228 -0.192 
臨時日雇･非正規 
(0.005) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.005) 
Observations  101287 105560 144238 139923 124856 131832 














日雇か常用か） 、そして呼称上非正規か正規かという 2 つのダミー変数のみを投
入して、契約期間の差と呼称の差を分解した結果が表 2b である。サンプルおよ
び他の説明変数について相違はない。   25
 
表 2b:  賃金に対する契約期間と呼称の影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  時給(対数値) 
推計方法  OLS 
-0.033 -0.008 -0.015 -0.009 -0.020 -0.012 
契約形態非正規 
(0.006) (0.006) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) 
-0.160 -0.151 -0.228 -0.243 -0.213 -0.185 
呼称非正規 
(0.005) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) 
Observations 101287  105560  144238  139923 124856 131832 
Adj. R-squared  0.432  0.421  0.427  0.434 0.412 0.351 










表 2c: 賃金に対する契約期間と呼称の影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  時給(対数値) 
推計方法  OLS 
-0.057 0.029 -0.001 0.020 0.127 0.033 
契約形態非正規 
(0.013) (0.012) (0.010) (0.009) (0.010) (0.010) 
-0.076 -0.097 -0.149 -0.148 -0.071 -0.053 
呼称非正規 
(0.012) (0.011) (0.008) (0.007) (0.009) (0.009) 
Observations 18469  18823  27166  25635 17985 18192 
Adj. R-squared  0.148  0.142  0.185  0.153 0.124 0.122 




代理変数として採用している。   26
 
表 3a:  労働時間格差  （女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  年間労働時間 
推計方法  OLS 
-146.6 -163.3 -156.5 -105.4 -119.9 -148.6 
臨時日雇･正規 
(7.81) (13.1) (10.5) (10.4) (14.6) (22.0) 
-195.6 -303.5 -300.0 -285.8 -289.4 -335.8 
常用･非正規 
(3.24) (3.78) (2.80) (2.56) (2.72) (3.30) 
-257.2 -359.5 -344.9 -333.3 -361.5 -431.4 
臨時日雇･非正規 
(2.78) (3.73) (3.21) (3.07) (3.24) (4.39) 
Observations  101294 105595 144343 140022 125179 132270 
Adj. R-squared  0.158  0.184 0.191 0.190 0.203 0.197 





比較すると、常用･非正規労働者は年間労働時間が 200 時間から 330 時間程度短




解したのが表 3b である。 
 
表 3b: 労働時間に対する契約期間と呼称の影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  年間労働時間 
推計方法  OLS 
-78.6 -68.1 -57.8 -53.3 -74.7 -97.6 
契約形態非正規 
(3.54) (4.46) (3.60) (3.34) (3.43) (4.45) 
-184.2 -296.1 -293.3 -282.8 -287.9 -334.7 
呼称非正規 
(3.02) (3.65) (2.71) (2.50) (2.69) (3.27) 
Observations  101294 105595 144343 140022 125179 132270 
Adj. R-squared  0.157 0.183 0.190 0.190 0.203 0.197 
Note:  表 2a に同じ。 
 
表 2b と同様、契約期間の違いは、呼称上の違いほど労働時間の差には結びつ
いていない。とはいえ、呼称上の違いが 180 時間から 330 時間ほどの労働時間  27

















表 4:  離職意欲に対する契約期間と呼称の影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  離職したい場合に 1 をとるダミー変数 
推計方法  Probit (Marginal Effects) 
0.037 0.030 0.029 0.042 0.036 0.032 
契約形態非正規 
(0.005) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.004) 
0.036 0.040 0.039 0.034 0.030 0.034 
呼称非正規 
(0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.003) (0.003) 
Observations 97990  99797  135705  132169  118810  128544 
Pseudo R-squared  0.050 0.052 0.036 0.050 0.051 0.038 
Obs. Probability  0.137  0.151 0.148 0.156 0.157 0.160 
Predicted Prob. (1)  0.124 0.137 0.139 0.143 0.144 0.151 
Predicted Prob. (2)  0.114 0.132 0.138 0.149 0.147 0.149 
Note:  表 2a に同じ。ただし現職の労働条件の代理変数として時給および年間労働時間を、転職性向の代理
                                                 









も同様の議論が成立すると推測される。   28
変数として離職経験の有無を追加的な制御変数として投入している。また、Predicted Probability (1)  は推定































                                                 





が非正規であることが -0.020  (0.005)、呼称が非正規であることが -0.070  (0.004) の影響を与えて
いると推定された。自発的に行ったものの有無に対しては契約形態が非正規であることが 0.014 
(0.085)、呼称が非正規であることが -0.006  (0.039) の影響を与えていると推定されたものの、両者
ともに統計的にはゼロと異なることを棄却できない。   29
表 5:  訓練･自己啓発に対する契約期間と呼称の影響 
（女性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3) 






推計方法  Probit (Marginal Effects) 
0.002 -0.019  0.014 
契約形態非正規 
(0.005) (0.005)  (0.004) 
-0.058 -0.070  -0.007 
呼称非正規 
(0.004) (0.004)  (0.003) 
Observations 131302  131260  131229 
Pseudo R-squared  0.187 0.195  0.142 
Obs. Probability  0.404  0.334  0.197 
Predicted Probability  0.384 0.299  0.160 
Note:  表 2a に同じ。追加的な制御変数として、現職の労働条件の代理変数として時給および年間労働時間
を、 （職場ではなく）労働市場自体へのアタッチメントの程度の代理変数として「仕事をすっかりやめてし
まいたい」場合に 1 をとるダミー変数を導入している。 
 
 



































































Note:  表 5 
 








































4.  まとめと議論 
 























いうなれば Career Divide の存在を示唆している
13。翻って雇用政策に現在求め



















                                                                                                                                               
感的な議論も考慮すれば、労働法的諸規制と非正規化とをつなぐためには、もう一段の論理展開
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臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約で雇われている者 




臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約により雇われている者 




臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約により雇われている者 




臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約で雇われている者 




るいは 1 年を超える期間を定めて雇われている者をいう。 
臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約で雇われている者 




るいは 1 年を超える期間を定めて雇われている者をいう。 
臨時雇･･･1  か月以上 1  年以内の雇用契約で雇われている者 
日雇･････日々又は 1  か月未満の雇用契約で雇われている者 
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附表 2a:  前職の新規常用正規就職に与える影響 
（男性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年） 
 (1)  (2)  (3)  (4) 
対象  2002  2007  2002  2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー  常用･非正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect) 
-0.199 -0.181 
前職  常用･正規  BASE BASE 
(0.009) (0.008) 
-0.291 -0.259 -0.137 -0.147 
前職  臨時日雇･非正規 
(0.012) (0.013) (0.005) (0.005) 
-0.281 -0.250 
前職  常用･非正規 
(0.014) (0.013) 
BASE BASE 
-0.251 -0.231 -0.143 -0.149 
前職  臨時日雇･正規
(0.040) (0.049) (0.004) (0.009) 
0.025 0.015 -0.189  -0.174 
前職  無職 
(0.010) (0.010) (0.006) (0.006) 
0.167 0.159 -0.039  -0.057 
既婚ダミー 
(0.010) (0.010) (0.007) (0.007) 
0.111 0.102 -0.050  -0.044 
短大卒以上ダミー 
(0.009) (0.009) (0.006) (0.006) 
Observations 19048 18824 19029 18809 
Pseudo  R-squared  0.139 0.151 0.097 0.096 
Observed  Prob.  0.617 0.604 0.155 0.201 
Predicted Prob. (1)  0.631  0.617  0.135  0.180 
Predicted Prob. (2)  0.611  0.639  0.146  0.165 
Note:  表 1a に同じ。 
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附表 2b:  前職の新規常用正規就職に与える影響 
（男性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年、 
「会社倒産･事業所閉鎖のため」 「家族の転職･転勤または事業所の移転のため」
の転職者および前職無業者に限定） 
 (1)  (2)  (3)  (4) 
対象  2002  2007  2002  2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー  常用･非正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect) 
-0.119 -0.132 
前職  常用･正規  BASE BASE 
(0.009) (0.012) 
-0.468 -0.268 -0.092 -0.121 
前職  臨時日雇･非正規 
(0.048) (0.069) (0.008) (0.007) 
-0.371 -0.374 
前職  常用･非正規 
(0.049) (0.049) 
BASE BASE 
-0.448  -0.199 
前職  臨時日雇･正規
(0.149) (0.188) 
－  － 
-0.097 -0.106 -0.229 -0.213 
前職  無職 
(0.017) (0.018) (0.040) (0.039) 
0.139 0.152 -0.004  -0.057 
既婚ダミー 
(0.017) (0.017) (0.012) (0.011) 
0.145 0.142 -0.066  -0.072 
短大卒以上ダミー 
(0.014) (0.014) (0.009) (0.009) 
Observations 6528 6182 6516 6175 
Pseudo  R-squared  0.130 0.133 0.085 0.086 
Observed  Prob.  0.682 0.674 0.113 0.157 
Predicted Prob. (1)  0.703  0.695  0.095  0.137 
Predicted Prob. (2)  0.693  0.712  0.102  0.125 
Note:  表 1b に同じ。 
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附表 2c:  前職の新規常用正規就職に与える影響 
（男性、主に仕事に従事する有業者、勤続 0～1 年、 
「会社倒産･事業所閉鎖のため」 「家族の転職･転勤または事業所の移転のため」
の転職者および前職無業者に限定） 
  (1) (2) (3) (4) (5)  (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  常用･正規就業ダミー 
推定方法  Probit (Marginal Effect) 
-0.113 -0.108 -0.169 -0.162 -0.422 -0.184 
前職  臨時日雇 
(0.027) (0.035) (0.034) (0.033) (0.052) (0.064) 
-0.038 -0.046 -0.050 -0.050 -0.052 -0.046 
前職  無職 
(0.009) (0.013) (0.009) (0.013) (0.016) (0.016) 
Observations  8364 6999  10612  10320  6674 6309 
Pseudo R-squared  0.204 0.170 0.201 0.177 0.122 0.127 
Observed Prob.  0.855 0.831 0.866 0.807 0.679 0.671 
Predicted Prob. (1)  0.897 0.869 0.908 0.859 0.699 0.691 
Predicted Prob. (2)  0.902 0.875 0.896 0.847 0.725 0.747 
Note:  表 1c に同じ。 
 
 
附表 3:  離職意欲に対する契約形態と呼称の影響 
（男性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3)  (4) (5) (6) 
対象  1982 1987 1992 1997 2002 2007 
被説明変数  離職したい場合に 1 をとるダミー変数 
推計方法  Probit (Marginal Effects) 
0.036 0.033 0.047 0.046 0.041 0.040 
契約形態非正規 
(0.004) (0.005) (0.005) (0.005) (0.004) (0.004) 
0.045 0.048 0.045 0.063 0.063 0.064 
呼称非正規 
(0.004) (0.005) (0.004) (0.004) (0.004) (0.003) 
Observations  203650 198035 249537 243492 211899 210443 
Pseudo R-squared  0.079 0.081 0.057 0.072 0.069 0.059 
Obs. Probability  0.089  0.104 0.103 0.117 0.137 0.137 
Predicted Prob. (1)  0.072 0.085 0.090 0.100 0.121 0.125 
Predicted Prob. (2)  0.064 0.080 0.093 0.112 0.124 0.114 
Note:  表 4 に同じ。 
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附表 4:  訓練･自己啓発に対する契約形態と呼称の影響 
（男性、主に仕事に従事する有業者） 
 (1)  (2)  (3) 






推計方法  Probit (Marginal Effects) 
0.003 -0.014  0.076 
契約形態非正規 
(0.006) (0.006)  (0.004) 
-0.071 -0.094  0.070 
呼称非正規 
(0.004) (0.004)  (0.003) 
Observations 213936  213867  213867 
Pseudo R-squared  0.116 0.109  0.109 
Obs. Probability  0.425  0.360  0.177 
Predicted Probability  0.414 0.341  0.151 
Note:  表 5 に同じ。 
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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 21000 0 50 . 2
50～99万円 1 342233 2 6 1 . 2
100～149万円 74 34 13 14 15 7 156 6.8
150～199万円 94 90 30 28 21 5 269 11.8
200～249万円 6 5 1 6 76 24 52 1 4 364 16.0
250～299万円 2 3 1 6 47 84 61 7 2 3 3 0 1 4 . 5
300～399万円 8 2 0 7 1 8 69 52 6 25 2 5 2 3 . 0
400～499万円 1 56 136 92 21 1 306 13.5
500～699万円 0 16 83 96 26 12 2 2 9 . 7
700～999万円 0 31 93 0 8 16 2 2 . 7
1000万円以上 012720 1 2 0 . 5
小計 280 743 612 456 161 27 2278 100.0
構成比(％) 12.3 32.6 26.9 20.0 7.0 1.2 100.0
臨時日雇･非正規 (1982年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2111229 7 . 8
50～99万円 4 4246 4 24 20.6
100～149万円 564784 34 29.4
150～199万円 36664 12 6 2 2 . 0
200～249万円 134421 1 4 1 2 . 0
250～299万円 0 11210 54 . 7
300～399万円 0 11110 32 . 6
400～499万円 0 0000 0 10 . 5
500～699万円 0 0000 0 00 . 3
700～999万円 0 0000 0 00 . 0
1000万円以上 0000000 0 . 0
小計 15 23 19 24 24 12 117 100.0
構成比(％) 12.9 19.5 16.2 20.4 20.3 10.6 100.0
常用･非正規 (1982年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 0 000112 3 . 8
50～99万円 1100125 8 . 8
100～149万円 211143 1 2 2 0 . 2
150～199万円 12124 21 1 1 8 . 1
200～249万円 0 2124 11 0 1 7 . 4
250～299万円 0 111317 1 1 . 2
300～399万円 0 1114 0 71 1 . 7
400～499万円 0000203 5 . 0
500～699万円 0 00010 12 . 6
700～999万円 0 0000 0 00 . 5
1000万円以上 0 0000 0 00 . 6
小計 4868 2 3 1 0 5 9 1 0 0 . 0
構成比(％) 7.5 12.9 9.6 13.3 39.6 17.0 100.0    40
常用･正規 (1982年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2221118 0 . 9
50～99万円 23 18 21 23 13 3 102 11.3
100～149万円 1 0 94 84 44 41 7 3 2 6 4 2 9 . 3
150～199万円 95 51 30 28 9 1 213 23.6
200～249万円 37 51 22 18 7 1 136 15.1
250～299万円 93 31 71 1 3 0 73 8.1
300～399万円 22 02 21 6 5 0 65 7.2
400～499万円 0 28 1 220 25 2.8
500～699万円 0 02830 13 1.5
700～999万円 0 0000 0 10 . 1
1000万円以上 0000000 0 . 0
小計 276 226 168 163 60 10 902 100.0
構成比(％) 30.6 25.0 18.6 18.0 6.6 1.1 100.0
臨時日雇･非正規 (1982年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 234421 1 6 1 4 . 3
50～99万円 81 21 61 5 8 26 0 5 2 . 2
100～149万円 556731 2 8 2 4 . 4
150～199万円 122210 86 . 7
200～249万円 0 0000 0 21 . 5
250～299万円 0 0000 0 10 . 5
300～399万円 0 0000 0 00 . 3
400～499万円 0 0000 0 00 . 0
500～699万円 0 0000 0 00 . 0
700～999万円 0 0000 0 00 . 0
1000万円以上 0000000 0 . 0
小計 17 23 29 28 15 4 115 100.0
構成比(％) 14.6 20.0 25.0 24.1 12.7 3.6 100.0
常用･非正規 (1982年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 0 12110 57 . 2
50～99万円 37 1 284 13 5 4 6 . 5
100～149万円 247631 2 2 2 9 . 2
150～199万円 122210 81 0 . 1
200～249万円 0 11110 33 . 9
250～299万円 0 0000 0 11 . 5
300～399万円 0 0000 0 11 . 0
400～499万円 0000000 0 . 4
500～699万円 0 0000 0 00 . 2
700～999万円 0 0000 0 00 . 0
1000万円以上 0 0000 0 00 . 0
小計 71 62 41 8 9 27 6 1 0 0 . 0
構成比(％) 9.4 20.7 31.1 23.3 12.3 3.2 100.0    41
常用･正規 (1987年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 211110 40 . 2
50～99万円 721121 1 5 0 . 6
100～149万円 49 17 9 8 11 5 100 4.2
150～199万円 79 49 24 19 19 4 193 8.1
200～249万円 8 3 1 0 54 83 62 5 4 301 12.6
250～299万円 46 1 2 66 33 92 1 2 2 9 8 1 2 . 4
300～399万円 24 217 168 82 32 3 526 21.9
400～499万円 2 90 180 93 27 1 393 16.4
500～699万円 0 33 168 140 39 1 381 15.9
700～999万円 0 74 66 92 6 11 4 9 6 . 2
1000万円以上 018 2 171 3 8 1 . 6
小計 292 648 717 509 209 24 2398 100.0
構成比(％) 12.2 27.0 29.9 21.2 8.7 1.0 100.0
臨時日雇･非正規 (1987年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 311132 1 0 7 . 8
50～99万円 532384 24 18.7
100～149万円 7545 1 0 4 35 27.6
150～199万円 4 4566 12 6 2 0 . 7
200～249万円 23544 11 9 1 4 . 7
250～299万円 0 12220 75 . 2
300～399万円 0 12110 53 . 9
400～499万円 0 0000 0 10 . 8
500～699万円 0 0000 0 00 . 3
700～999万円 0 0000 0 00 . 1
1000万円以上 0000000 0 . 0
小計 21 19 20 23 34 11 127 100.0
構成比(％) 16.2 14.6 16.1 17.7 26.4 8.9 100.0
常用･非正規 (1987年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 0 0000 12 3 . 0
50～99万円 1000226 8 . 6
100～149万円 311143 1 2 1 8 . 5
150～199万円 221152 1 2 1 8 . 1
200～249万円 111251 1 1 1 6 . 9
250～299万円 0 111318 1 1 . 2
300～399万円 0 1114 18 1 1 . 7
400～499万円 0001205 6 . 8
500～699万円 0 00010 23 . 6
700～999万円 0 0000 0 11 . 2
1000万円以上 0 0000 0 00 . 4
小計 7888 2 6 1 0 6 7 1 0 0 . 0
構成比(％) 10.9 11.9 11.2 12.0 39.0 15.0 100.0    42
常用･正規 (1987年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 111110 50 . 6
50～99万円 1 3 81 21 2 7 25 4 5 . 7
100～149万円 79 32 38 40 16 32 0 8 2 1 . 9
150～199万円 96 40 33 31 10 22 1 2 2 2 . 3
200～249万円 66 51 27 24 8 1 176 18.6
250～299万円 22 39 22 15 6 0 104 10.9
300～399万円 74 23 41 9 7 1 1 0 8 1 1 . 4
400～499万円 18 2 1 1 550 49 5.1
500～699万円 0 29 1 350 29 3.0
700～999万円 0 01220 50 . 5
1000万円以上 0001001 0 . 1
小計 284 221 198 171 67 10 951 100.0
構成比(％) 29.9 23.3 20.8 18.0 7.0 1.0 100.0
臨時日雇･非正規 (1987年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 223321 1 3 9 . 8
50～99万円 81 01 81 5 8 26 2 4 5 . 6
100～149万円 989 1 04 14 2 3 0 . 9
150～199万円 322210 12 8.6
200～249万円 111110 43 . 1
250～299万円 0 0000 0 21 . 2
300～399万円 0 0000 0 10 . 6
400～499万円 0 0000 0 00 . 1
500～699万円 0 0000 0 00 . 0
700～999万円 0 0000 0 00 . 0
1000万円以上 0000000 0 . 0
小計 23 25 33 32 17 4 135 100.0
構成比(％) 17.3 18.4 24.8 23.4 12.9 3.1 100.0
常用･非正規 (1987年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 112110 64 . 8
50～99万円 4 92 01 4 6 15 4 4 4 . 3
100～149万円 56 1 1 1 151 3 8 3 1 . 5
150～199万円 223420 13 10.8
200～249万円 121110 64 . 9
250～299万円 0 0110 0 21 . 9
300～399万円 0 0000 0 11 . 2
400～499万円 0000000 0 . 3
500～699万円 0 0000 0 00 . 2
700～999万円 0 0000 0 00 . 1
1000万円以上 0 0000 0 00 . 1
小計 12 20 39 32 15 3 122 100.0
構成比(％) 1 0 . 01 6 . 53 2 . 22 6 . 71 2 . 1 2 . 6 1 0 0 . 0    43
常用･正規 (1992年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 11000 0 30 . 1
50～99万円 3111117 0 . 3
100～149万円 1 963374 42 1.6
150～199万円 49 17 9 7 14 6 103 4.0
200～249万円 89 50 25 19 24 72 1 4 8 . 3
250～299万円 75 77 36 24 23 4 239 9.3
300～399万円 77 220 106 66 45 6 519 20.1
400～499万円 14 172 148 84 40 34 6 2 1 7 . 9
500～699万円 2 100 247 156 55 2 562 21.8
700～999万円 0 15 102 150 50 13 2 0 1 2 . 4
1000～1499万円 0 32 05 01 9 19 4 3 . 6
1500万円以上 002630 1 2 0 . 5
小計 330 663 700 567 281 36 2576 100.0
構成比(％) 12.8 25.7 27.2 22.0 10.9 1.4 100.0
臨時日雇･非正規 (1992年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2100227 5 . 4
50～99万円 32116 51 8 1 5 . 0
100～149万円 5223 1 0 6 29 23.4
150～199万円 4 3336 32 1 1 7 . 4
200～249万円 33336 21 8 1 5 . 2
250～299万円 122231 1 1 8 . 7
300～399万円 223330 13 10.3
400～499万円 0 11110 43 . 2
500～699万円 0 0000 0 11 . 2
700～999万円 0 0000 0 00 . 2
1000～1499万円 0 0000 0 00 . 0
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 20 15 16 16 36 20 122 100.0
構成比(％) 16.2 12.0 12.8 13.0 29.8 16.1 100.0
常用･非正規 (1992年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 0000012 2 . 0
50～99万円 1000226 6 . 9
100～149万円 31114 4 13 14.6
150～199万円 321153 1 4 1 5 . 7
200～249万円 221153 1 4 1 6 . 1
250～299万円 111142 1 0 1 1 . 4
300～399万円 122252 1 4 1 5 . 2
400～499万円 0 111318 8 . 8
500～699万円 0 01130 66 . 2
700～999万円 0 00010 22 . 3
1000～1499万円 0000001 0 . 6
1500万円以上 0000000 0 . 2
小計 12 10 8 8 34 18 90 100.0
構成比(％) 13.1 10.7 8.4 9.2 38.3 20.3 100.0    44
常用･正規 (1992年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 10100 0 30 . 3
50～99万円 33454 22 1 2 . 0
100～149万円 39 17 23 25 17 3 125 11.4
150～199万円 80 31 30 29 15 2 188 17.1
200～249万円 1 0 15 23 53 21 3 2 2 3 5 2 1 . 4
250～299万円 59 51 25 23 9 1 167 15.2
300～399万円 30 75 38 29 11 1 184 16.8
400～499万円 22 83 01 9 6 18 7 7 . 9
500～699万円 17 2 9 2 270 65 6.0
700～999万円 0 15950 19 1.8
1000～1499万円 0 0010 0 20 . 2
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 316 265 219 194 88 13 1096 100.0
構成比(％) 28.8 24.2 20.0 17.7 8.1 1.2 100.0
臨時日雇･非正規 (1992年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2111118 6 . 2
50～99万円 56 1 2 1 293 4 7 3 7 . 6
100～149万円 87886 13 8 3 0 . 3
150～199万円 4 43320 17 13.9
200～249万円 232210 97 . 0
250～299万円 11110 0 42 . 9
300～399万円 0 1000 0 21 . 6
400～499万円 0 0000 0 00 . 3
500～699万円 0 0000 0 00 . 1
700～999万円 0 0000 0 00 . 0
1000～1499万円 0 0000 0 00 . 0
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 21 23 27 28 21 6 125 100.0
構成比(％) 16.9 18.5 21.2 22.0 16.8 4.6 100.0
常用･非正規 (1992年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 1111104 2 . 3
50～99万円 38 2 0 1 782 5 9 3 3 . 8
100～149万円 6 81 31 4 9 25 2 3 0 . 3
150～199万円 4 56851 2 9 1 7 . 0
200～249万円 234420 16 9.3
250～299万円 1211106 3 . 6
300～399万円 0 11110 52 . 7
400～499万円 0 0000 0 10 . 7
500～699万円 0 0000 0 00 . 3
700～999万円 0 0000 0 00 . 1
1000～1499万円 0000000 0 . 0
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 17 29 46 47 27 6 173 100.0
構成比(％) 9 . 91 6 . 72 6 . 62 7 . 41 5 . 8 3 . 7 1 0 0 . 0    45
常用･正規 (1997年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 11000 0 30 . 1
50～99万円 2111116 0 . 2
100～149万円 1 25224 4 29 1.1
150～199万円 35 14 5 6 10 6 75 2.8
200～249万円 72 46 15 16 19 7 175 6.6
250～299万円 68 73 22 24 20 52 1 3 8 . 1
300～399万円 7 8 2 2 27 66 84 6 84 9 8 1 8 . 9
400～499万円 16 193 118 89 45 4 466 17.6
500～699万円 3 137 226 171 65 3 606 22.9
700～999万円 0 22 124 202 69 2 420 15.9
1000～1499万円 0 42 27 53 4 11 3 6 5 . 2
1500万円以上 003840 1 6 0 . 6
小計 285 718 615 662 318 42 2641 100.0
構成比(％) 10.8 27.2 23.3 25.1 12.1 1.6 100.0
臨時日雇･非正規 (1997年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2111138 5 . 7
50～99万円 4 2116 6 20 14.7
100～149万円 742288 3 1 2 2 . 8
150～199万円 54226 52 4 1 8 . 0
200～249万円 4 3236 32 1 1 5 . 5
250～299万円 222231 1 2 8 . 6
300～399万円 232331 1 3 9 . 8
400～499万円 0 01110 42 . 9
500～699万円 0 00110 21 . 5
700～999万円 0 0000 0 00 . 2
1000～1499万円 0 0000 0 00 . 1
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 25 20 12 16 35 27 136 100.0
構成比(％) 18.4 14.7 9.1 11.6 26.0 20.2 100.0
常用･非正規 (1997年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 1100013 2 . 4
50～99万円 2100238 7 . 5
100～149万円 4 2114 51 6 1 4 . 2
150～199万円 4 3114 4 16 14.6
200～249万円 4 3116 4 20 17.6
250～299万円 131143 1 3 1 1 . 8
300～399万円 13226 21 6 1 4 . 4
400～499万円 0 1124 19 8 . 2
500～699万円 0 111317 5 . 8
700～999万円 0 00110 32 . 5
1000～1499万円 0000001 0 . 9
1500万円以上 0000000 0 . 2
小計 18 17 8 11 36 23 112 100.0
構成比(％) 15.9 15.3 6.8 9.4 32.0 20.7 100.0    46
常用･正規 (1997年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 10010 0 30 . 2
50～99万円 222322 1 3 1 . 2
100～149万円 22 13 12 18 14 38 0 7 . 4
150～199万円 54 27 18 25 15 2 140 12.9
200～249万円 79 53 27 36 16 22 1 2 1 9 . 5
250～299万円 51 55 21 28 11 1 167 15.3
300～399万円 37 98 34 38 15 2 224 20.6
400～499万円 4 44 27 24 9 1 109 10.1
500～699万円 11 53 63 0 9 19 1 8 . 4
700～999万円 0 11 02 4 7 0 42 3.9
1000～1499万円 0 01210 40 . 4
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 249 308 189 228 100 13 1087 100.0
構成比(％) 22.9 28.3 17.4 20.9 9.2 1.2 100.0
臨時日雇･非正規 (1997年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2111117 4 . 9
50～99万円 768 1 183 4 3 2 9 . 2
100～149万円 11 10 8 11 8 2 50 33.4
150～199万円 6 64531 2 4 1 6 . 3
200～249万円 352220 14 9.4
250～299万円 12110 0 53 . 3
300～399万円 11110 0 42 . 5
400～499万円 0 0000 0 10 . 6
500～699万円 0 0000 0 00 . 2
700～999万円 0 0000 0 00 . 1
1000～1499万円 0 0000 0 00 . 0
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 31 32 25 32 22 7 149 100.0
構成比(％) 20.7 21.3 16.6 21.5 15.1 4.8 100.0
常用･非正規 (1997年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 1111114 1 . 9
50～99万円 6 91 52 01 1 36 4 2 6 . 9
100～149万円 12 13 15 21 14 37 7 3 2 . 7
150～199万円 787 1 381 4 3 1 8 . 3
200～249万円 4 7474 12 7 1 1 . 2
250～299万円 132320 1 1 4 . 6
300～399万円 121210 73 . 0
400～499万円 0 1010 0 20 . 9
500～699万円 0 0000 0 10 . 3
700～999万円 0 0000 0 00 . 1
1000～1499万円 0000000 0 . 0
1500万円以上 0000000 0 . 0
小計 32 43 45 68 41 8 237 100.0
構成比(％) 13.5 18.0 19.1 28.5 17.3 3.6 100.0    47
常用･正規 (2002年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 11110 03 0 . 1
50～99万円 121111 7 0 . 3
100～149万円 10 6 34543 1 1 . 3
150～199万円 26 21 6 7 9 4 73 3.0
200～249万円 50 63 19 20 19 6 178 7.4
250～299万円 40 89 26 25 20 42 0 4 8 . 5
300～399万円 3 9 2 1 38 36 54 2 54 4 7 1 8 . 6
400～499万円 8 1 6 8 1 1 27 43 9 34 0 3 1 6 . 8
500～599万円 18 3 1 1 17 63 0 2 304 12.7
600～699万円 03 29 27 32 6 12 2 4 9 . 3
700～799万円 01 26 57 82 5 11 8 1 7 . 5
800～899万円 05 3 6 6 8 2 4 01 3 4 5 . 6
900～999万円 0 2 16 45 21 0 86 3.6
1000～1499万円 0 3 21 57 31 1 113 4.7
1500万円以上 0 0 36311 2 0 . 5
小計 176 700 595 600 295 32 2399 100.0
構成比(％) 7.4 29.2 24.8 25.0 12.3 1.4 100.0
臨時日雇･非正規 (2002年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 3211231 1 6 . 2
50～99万円 6 4 2 2 7 8 29 15.8
100～149万円 9 8 3 4 12 10 46 24.8
150～199万円 6734853 4 1 8 . 3
200～249万円 5734732 8 1 5 . 4
250～299万円 2 4 234 21 6 8 . 5
300～399万円 13224 11 3 6 . 8
400～499万円 011110 4 2 . 3
500～599万円 0 0 100 02 0 . 9
600～699万円 0 0 000 01 0 . 3
700～799万円 0 0 000 00 0 . 2
800～899万円 0 0 000 00 0 . 1
900～999万円 0 0 000 00 0 . 0
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 1
1500万円以上 0 0 000 00 0 . 0
小計 31 36 17 22 45 33 185 100.0
構成比(％) 16.9 19.4 9.4 12.1 24.6 17.6 100.0
常用･非正規 (2002年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 11000 14 1 . 9
50～99万円 4211331 3 7 . 1
100～149万円 7 6 2 2 7 5 29 15.1
150～199万円 7723743 1 1 6 . 3
200～249万円 5934 1 043 5 1 8 . 3
250～299万円 3 6 2 3 7 2 23 12.1
300～399万円 1 6 45 1 0 22 7 1 4 . 4
400～499万円 0322511 4 7 . 1
500～599万円 011121 6 2 . 9
600～699万円 0 0 1120 4 1 . 9
700～799万円 0 0 0010 2 1 . 0
800～899万円 0 0 000 01 0 . 6
900～999万円 0 0 000 01 0 . 4
1000～1499万円 0 0 0010 1 0 . 6
1500万円以上 000000 0 0 . 1
小計 30 40 18 23 55 25 190 100.0
構成比(％) 15.7 21.1 9.6 11.9 28.8 13.0 100.0    48
常用･正規 (2002年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 010110 4 0 . 4
50～99万円 1223321 3 1 . 3
100～149万円 1 31 2 91 31 1 3 6 1 6 . 5
150～199万円 35 28 14 18 12 2 109 11.6
200～249万円 45 57 24 29 15 2 172 18.3
250～299万円 29 56 20 22 10 1 138 14.7
300～399万円 21 91 34 31 14 1 192 20.5
400～499万円 34 42 82 0 8 11 0 4 1 1 . 1
500～599万円 01 32 21 7 5 0 5 7 6 . 1
600～699万円 0 4 14 14 4 03 7 3 . 9
700～799万円 017 1 44 02 6 2 . 8
800～899万円 0 0 21 0 4 01 6 1 . 7
900～999万円 0 0 0320 5 0 . 6
1000～1499万円 0 0 1210 4 0 . 4
1500万円以上 0 0 000 01 0 . 1
小計 150 309 179 196 92 12 939 100.0
構成比(％) 15.9 33.0 19.1 20.9 9.8 1.3 100.0
臨時日雇･非正規 (2002年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 221121 9 4 . 5
50～99万円 898 1 1934 8 2 5 . 1
100～149万円 13 15 12 14 9 2 64 33.2
150～199万円 71 1 6 7 4 13 5 1 8 . 1
200～249万円 4943202 2 1 1 . 4
250～299万円 131110 7 3 . 8
300～399万円 12110 05 2 . 8
400～499万円 0 0 000 01 0 . 6
500～599万円 0 0 000 00 0 . 2
600～699万円 0 0 000 00 0 . 2
700～799万円 0 0 000 00 0 . 1
800～899万円 0 0 000 00 0 . 0
900～999万円 0 0 000 00 0 . 0
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 0
1500万円以上 0 0 000 00 0 . 0
小計 36 51 33 38 27 7 192 100.0
構成比(％) 18.9 26.4 17.1 19.9 14.0 3.7 100.0
常用･非正規 (2002年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 221111 6 1 . 9
50～99万円 81 21 52 01 2 3 7 0 2 1 . 1
100～149万円 17 24 21 27 16 3 108 32.8
150～199万円 12 17 11 14 9 1 65 19.6
200～249万円 71 7 7 8 5 1 4 5 1 3 . 8
250～299万円 2733201 7 5 . 3
300～399万円 1 6 32201 3 4 . 0
400～499万円 01110 04 1 . 1
500～599万円 0 0 000 01 0 . 3
600～699万円 0 0 000 00 0 . 1
700～799万円 0 0 000 00 0 . 1
800～899万円 0 0 000 00 0 . 0
900～999万円 0 0 000 00 0 . 0
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 0
1500万円以上 000000 0 0 . 0
小計 49 84 62 77 48 10 330 100.0
構成比(％) 14.9 25.5 18.8 23.2 14.6 3.0 100.0    49
常用･正規 (2007年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 110011 3 0 . 1
50～99万円 121112 8 0 . 4
100～149万円 77436 43 0 1 . 3
150～199万円 21 19 8 6 11 5 71 3.0
200～249万円 46 61 25 18 25 7 182 7.8
250～299万円 37 82 38 22 27 5 210 9.0
300～399万円 34 186 105 61 51 6 443 18.9
400～499万円 8 1 4 2 1 2 86 74 5 23 9 3 1 6 . 8
500～599万円 1 72 115 67 37 1 294 12.6
600～699万円 02 98 76 73 3 12 1 6 9 . 3
700～799万円 01 15 76 93 5 11 7 3 7 . 4
800～899万円 0 5 31 52 32 0 121 5.2
900～999万円 0 2 18 33 23 1 76 3.3
1000～1499万円 0 3 23 47 29 1 103 4.4
1500万円以上 0 0 374 01 4 0 . 6
小計 156 620 644 521 360 36 2337 100.0
構成比(％) 6.7 26.5 27.6 22.3 15.4 1.5 100.0
臨時日雇･非正規 (2007年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 2111341 1 6 . 0
50～99万円 3 4 228 1 23 1 1 6 . 3
100～149万円 6 6 44 1 4 12 46 23.8
150～199万円 5834 1 0 63 6 1 8 . 6
200～249万円 4853943 2 1 6 . 7
250～299万円 1 4 224 11 5 7 . 8
300～399万円 1 4 324 11 4 7 . 5
400～499万円 011110 4 2 . 1
500～599万円 0 0 000 01 0 . 6
600～699万円 0 0 000 00 0 . 2
700～799万円 0 0 000 00 0 . 2
800～899万円 0 0 000 00 0 . 1
900～999万円 0 0 000 00 0 . 1
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 1
1500万円以上 0 0 000 00 0 . 0
小計 22 35 22 18 54 41 191 100.0
構成比(％) 11.5 18.5 11.5 9.4 28.0 21.2 100.0
常用･非正規 (2007年･男性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 111112 5 1 . 9
50～99万円 4 4 11572 2 7 . 8
100～149万円 8833 1 194 3 1 5 . 1
150～199万円 81 0 5 41 4 74 7 1 6 . 6
200～249万円 8 1 576 1 665 8 2 0 . 4
250～299万円 3 1 055 1 133 6 1 2 . 8
300～399万円 2 1 075 1 334 0 1 4 . 0
400～499万円 03336 11 6 5 . 8
500～599万円 011131 7 2 . 6
600～699万円 0 0 0120 4 1 . 3
700～799万円 0 0 0110 2 0 . 7
800～899万円 0 0 0010 1 0 . 4
900～999万円 0 0 000 01 0 . 2
1000～1499万円 0 0 0010 1 0 . 4
1500万円以上 000000 0 0 . 1
小計 34 63 35 29 86 38 285 100.0
構成比(％) 12.1 21.9 12.2 10.2 30.2 13.3 100.0    50
常用･正規 (2007年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 011111 4 0 . 5
50～99万円 12234 31 5 1 . 6
100～149万円 10 10 10 11 12 4 57 6.0
150～199万円 30 26 15 16 14 3 105 11.0
200～249万円 43 58 28 25 19 3 176 18.5
250～299万円 27 51 24 19 13 2 136 14.3
300～399万円 19 84 44 29 18 2 195 20.5
400～499万円 34 03 42 11 1 11 1 0 1 1 . 6
500～599万円 01 22 41 8 7 0 6 1 6 . 5
600～699万円 0 4 14 15 6 03 9 4 . 1
700～799万円 015 1 46 02 7 2 . 9
800～899万円 0 0 26501 3 1 . 3
900～999万円 0 0 1220 5 0 . 5
1000～1499万円 0 0 2210 5 0 . 5
1500万円以上 0 0 000 01 0 . 1
小計 135 289 207 181 119 20 951 100.0
構成比(％) 14.2 30.4 21.7 19.1 12.5 2.1 100.0
臨時日雇･非正規 (2007年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 221111 9 4 . 9
50～99万円 5567943 7 2 1 . 3
100～149万円 81 21 11 21 1 3 5 5 3 1 . 5
150～199万円 61 0 7 6 5 1 3 5 1 9 . 7
200～249万円 3853202 2 1 2 . 7
250～299万円 1 4 2110 9 5 . 0
300～399万円 03210 06 3 . 5
400～499万円 0 0 100 02 0 . 9
500～599万円 0 0 000 00 0 . 3
600～699万円 0 0 000 00 0 . 0
700～799万円 0 0 000 00 0 . 1
800～899万円 0 0 000 00 0 . 0
900～999万円 0 0 000 00 0 . 0
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 0
1500万円以上 0 0 000 00 0 . 0
小計 25 44 35 32 30 9 176 100.0
構成比(％) 14.3 24.9 20.1 18.4 17.2 5.1 100.0
常用･非正規 (2007年･女性) (万人)
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 小計 構成比(%)
収入なし、50万円未満 121111 8 1 . 8
50～99万円 71 31 61 82 0 77 9 1 7 . 8
100～149万円 17 29 28 32 30 7 142 31.9
150～199万円 13 23 16 18 17 3 91 20.5
200～249万円 92 31 41 21 1 2 7 1 1 6 . 0
250～299万円 31 1 6 4 4 02 8 6 . 4
300～399万円 1753201 8 4 . 1
400～499万円 011110 4 0 . 9
500～599万円 0 0 000 01 0 . 3
600～699万円 0 0 000 01 0 . 2
700～799万円 0 0 000 00 0 . 0
800～899万円 0 0 000 00 0 . 1
900～999万円 0 0 000 00 0 . 0
1000～1499万円 0 0 000 00 0 . 0
1500万円以上 000000 0 0 . 0
小計 5 1 1 1 08 99 08 62 04 4 6 1 0 0 . 0
構成比(％) 11.5 24.6 20.0 20.1 19.3 4.4 100.0    51














が公表されているので、毎年 1 月 1 日の常用名義労働者数を母数として、1 年間に臨時日雇
名義から常用名義に転換した労働者の比率を算出した。比較のために常用労働者全体の入

























































































































































































































徐々に低下し、1985 年では男性 1.6%、女性 2.4%にとどまっている。 
 
男性･女性ともに、高度成長期末期の 1960 年代から 1970 年代前半にかけて転換者比率を
大きく減少させており、1970 年代以降は若干の変化を被りながらも安定的に推移している
のがわかる。期初の常用名義労働者数に対する比率をみると、男性では 1970 年代後半以降
0.2%程度で推移し、年間 3 万人から 6 万人程度、女性では 0.4%程度、年間やはり 3 万人か
ら 6 万人程度が臨時日雇名義から常用名義に転換している計算となる。建設業を除いてい
ること、雇用動向調査は常用労働者 5 名以上の事業所に対する調査であることを考慮する
と、少なくとも年間 10 万人程度が常用名義に転換していたと考えられよう。 
また、補足図 1 からはいくつか興味深い事実を観察できる。なかでも、転換者比率が入
職率と強い相関をもつことには注目するべきかもしれない（実際、男女ともに 0.9 以上の単
相関係数が計測される） 。入職者にしめる転換者の比率が小さいことを考慮すると、臨時日
雇名義からの常用名義への転換の機会は労働需要の強弱と密接な関係があると考えられる。
本稿でも議論した常用･正規労働者と常用･非正規労働者との代替関係を考えるとき、雇用
動向調査のもつ情報がどれほど意味があるか、これからの検討課題であろう。 
 
 